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休業手当 

 

 

 

会社側の都合（店舗の改装による休業、工場の生産調整による休業など）により労働者を休業さ

せた日については、平均賃金※の 6割以上の手当（休業手当）を支払わなければなりません。 

◇ ※平均賃金（法第 12 条） ◇ 

平均賃金は、次の金額を算定する際の基準となるものです。 

 ① 解雇予告手当 

 ② 休業手当 

 ③ 年次有給休暇の賃金 

 ④ 休業補償等の災害補償 

 ⑤ 減給制裁の制限 

 

平均賃金は、直前の賃金締切日以前3か月間に支払われた賃金額を基に算出します。 

 
ただし、算定期間中に産前産後の休業期間がある場合などの例外については 

計算方法が異なりますので、ご相談ください。 

 

ただし、賃金の一部が月給で決められている場合などについては計算方法が 

異なりますので、ご相談ください。 

◇ 出来高払制の保障給（法第 27 条） ◇ 

出来高払制（実績給制）、その他の請負制で使用する労働者については、出来高が少ない 

場合でも実収入賃金が低下することを防ぐために、使用者は労働時間に応じ一定額の賃金の 

保障をしなければなりません。 

保障給の額は、常に通常の実収賃金とあまり隔たらない程度の収入が保障されるように定 

めることとされています。 

 

社員の都合で欠勤（業務上の災害による休業を除く）した日については、給与を保障する必要は

ありませんが、会社の都合による休業の場合は給与を保障する必要があります。お困りのことがあ

ればご相談ください。 
 

Q&A 休業手当（労働基準法第 26 条）とは？ 

経営・労務に役立つ・・・ 
 M o n t h l y  T o p i c s   

 発行：社会保険労務士法人出口事務所 TEL03-6205-5405 

〒169-0075 東京都新宿区高田馬場 1-24-16 内田ビル 3 階 

ホームページ ht tp s : / /www.deguch i-o f f i c e . com/ 


